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1．高齢化社会の学際的研究
　高齢化社会のさまざまな問題が，マスコミでもしきりにとりあげられ，一般の人々の関心も高まっ
ている。さらに高齢化が進んでゆくと，わが国の年金財政は破綻すると警告され，年配の人たちは自
分の年金がどうなるのか心配し，若い人たちは，高齢者福祉政策の充実を願いながらも，負担の増大
に危惧の念をいだいている。今後ますます増加する高齢者の介護や医療にどう対処するのか，政府も
本格的に取り組まざるをえない状況にあり，この問題をめぐってさまざまな論議がなされている。
　「来るべき21世紀の高齢社会を見据えた法律，経済，社会のあらゆる角度からの本格的な制度構築
が急務である」（p．v）という認識から，高齢化社会の諸問題を多角的に分析し，学際的なアプロー
チを試みた研究の成果が本書である。高齢化社会の法律・経済・社会にかんする意欲的な共同研究
が，学際的な方法で進められることの意義は大きい。
II．人ロの高齢化
　人口の高齢化は寿命の延長だけでおこるものではない。それは出生と死亡のパターンの変化によっ
ておこるのである。昨年（1995年），わが国でうまれた子供の数は118万7000人で（1995年人口動態統
計・概数），合計特殊出生率すなわち1人の女性が生涯にうむ平均子供数は1．43人であった。統計史
上最低の出生率を記録したのである。このような低出生傾向こそ，わが国の人口高齢化を促進する大
きな要因である。
　人口の年齢構造は「一国の経済，社会，文化の前提を与える。人口に関する正確な認識なくして
は，いかなる政策も施策も意味のないものとなる」（P．3）。これが第1編の書き出しである。高齢化
社会の共同研究が，人口の年齢構造の変化という基本的な事実の確認から出発するのは妥当である。
　高齢化社会とは，ごく簡単にいえば総人口に占める高齢者の割合が大きい社会のことである。わが
国の人口は急速に高齢化の過程をたどっており，これから先ますます高齢化が進むものと予測されて
いる。しかし，このような高齢化の過程は先進諸国に共通して見られた現象であり，なにも日本に特
有のものではない。それは人口転換とよばれる人口動態の変化の必然的な結果なのである。経済の発
展による生活水準の上昇と社会的な近代化の過程で人口動態が変化し，低出生・低死亡のパターンへ
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と転換する現象が先進諸国の歴史にみられた。各国でおこったこの変化に明瞭な規則性がみられたの
で，人口の発展過程の一般的な現象と考えられ，人口転換とよばれている。
　人口転換が完了すると，その副作用として高齢化が進行する。死亡率が低下して平均寿命が延び，
多くの人が高齢になるまで生きる。他方に，出生率の低下は若い年齢の人口を相対的に減らすことに
なる。こうして，人口全体にしめる高齢者の割合がますます大きくなる。この副作用は，人口転換が
完了した後もかなり長い期間にわたって継続する。わが国の場合，人口転換が短期間で達成されたた
めに，高齢化の進行がとくに急速である。あと20年もすると，高齢者（65歳以上）の割合は25％に達
し，その後数十年間この割合は25％を下回ることはないと予測されている（p．10）。　　　’
III．法律・経済・社会問題
　このような人口構造の変化によっておこるさまざまな問題を，法律・経済・社会の側面から分析す
る本書は，専門を異にする4人の研究者によって分担執筆された5編で構成されている。
　第1編では，上述のような人口の高齢化過程の分析に加えて，高齢化にともなう労働力供給の問題
点が明らかにされている。生産年齢人口は，相対的にも絶対的にも今後しばらくのあいだ減少してゆ
くであろう。その結果，全体としての労働力不足がおこり経済成長を抑制する要因となるかもしれな
い。その反面で，労働市場において高齢者の労働力過剰の問題がおこるであろう。
　女子の職場進出は，家族の機能の変化と深く関係している。「既婚女子に家事や育児といった家庭
内の役割と労働市場での役割双方を問うとすると，女子就業が増加すればするほど，出生力は低下す
るものと考えられる。出生力の低下は，後の生産年齢人口の減少をもたらし，高齢化の度合いをます
ます進めていくことになるのである。まさに高齢化と労働力不足のジレンマにおちいっていく」（p．
17）という関係のあることが明らかにされている。また，わが国の家族形態の変化は，核家族化の方
向に向かっている。今後，老人の単独世帯の増加が進むであろう。
　この分析をうけて，第2編では高齢化対策が論じられる。福祉政策の先進国であるスウェーデンの
医療，年金，住宅，親手当などの諸政策が紹介される。家族政策を早く．から実施して出生率低下をく
い止めたことで有名なフランスの政策を評価するとともに，高齢者にたいする社会保障はけっして高
い水準にないことを指摘している。福祉国家イギリスでは，20世紀はじめの自由党政権によって近代
的な社会保障制度が確立され，第2次世界大戦後に労働党の手によってベヴァリッジ・プランが実行
されたが，最近の保守党政権は，医療を含めた福祉サービスの効率化のために民営化を求めている。
　アメリカ合衆国では，クリントンが大統領に就任するとすぐに着手したが，なかなかうまくゆかな
い医療改革の状況が紹介されている。さらに，高齢者コミュニティ建設の試みとして広く注目を集め
たサン・シティの現況が報告されており，高齢者福祉政策に多くの示唆を与えるものといえる。わが
国の高齢化対策については第5編でとりあげられ，今後の方向についての提言もなされている。
　第3編では，高齢労働者の実態と法律をめぐる諸問題をとりあげている。興味深いのは，アメリカ
合衆国の定年制度である。アメリカでは1986年に，年齢差別禁止法によって，年齢を理由として退職
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を強制することが禁止された。要するに，定年制が廃止されたのである。その経緯と現状の分析は，
わが国の今後の労働政策にとっても大いに参考になるであろう。
　アメリカ合衆国でも，過去においては比較的早期の定年制があったが，1967年に「雇用上の年齢差
別禁止法」が制定され，65歳までの雇用の差別が禁止され，したがって65歳未満の定年制が禁止され
たのである。1978年の同法の改正によって，この年齢は70歳に変更された。しかも連邦政府職員につ
いては年齢制限を撤廃する，すなわち定年なしということになった。1986年の改正（1987年から実
施，ただし特殊な職業については例外規定がある）によって，民間企業でも年齢の上限が完全に撤廃
されて，アメリカは定年制のない社会になった。
　では，アメリカの労働者は70歳になっても80歳になっても働いているのかというと，けっしてそう
ではない。高齢者の労働力率は日本よりもずっと低い。定年年齢の引き上げが進むなかで，1970年代
からむしろ早期引退の傾向がみられるようになった。「実際の引退年齢は人さまざまであり，1987年
の定年制撤廃以来，個人が自由に決められるオプションになっている。だが，現実をみると，社会保
障年金の充実，企業年金の充実，老後の資金が豊かであること，稼得収入制限法Earning　Testによ
り，社会保障年金の受給者は，一定の稼得収入があると，年金が減額されるようになっており，この
制度が高齢者の労働力率を低めることになっている。そして，余暇の選好が，アメリカ高齢者を早期
に引退することを導くものといえよう」（p．94）。　　　　　　　　　　　　　　　　・
　定年がなく，しかも高齢者は余暇を選択して好きな時に，早めに引退できるというのはうらやまし
い限りである。では，アメリカの年金はそれほど充実しているのであろうか。高齢者のどれだけが早
期引退後の悠々自適の生活を保障されているのであろうか。マクロ的にみてアメリカの年金財政はど
うなっているのか。さまざまな疑問が浮かぶ。もうすこし詳しく説明してほしかった問題である。
　第4編は，これまでの編で論じたものとはやや性格の異なる，私法問題とくに高齢者を当事者とす
る契約法に焦点を絞った研究である。高齢者の財産管理や生活世話契約などにかんする，従来の民法
法理を単純に適用するだけでは適切な解決が得られない問題が増加している。しかし「現行民法に
は，特に，高齢者を予定して用意された規定はない。したがって，高齢者に関する特別の規定が用意
されるまでは，もっぱら，現行規定の解釈運用によって高齢者に係る法的問題の解決を図るほかな
い」（p．153）というのが現状である。
　具体的にとりあげられたのは，高齢者生活世話契約，生活費支払い契約，死後事務処理委託契約で
南り・最近の裁判例と問題点の検討がなされている。高齢者の核家族化が進むにつれて・社会的にま
すます重要になるこれらの問題に対処する法の整備が緊急課題であること，そしてそれには多くの困
難がともなうことが論じられている。福祉先進国ではどのような対応がなされているのか，わが国の
状況との比較検討をしていただきたかった。
IV．学際的研究の方法
評者の個人的な関心からすると，わが国の年金問題について法律・経済・社会の面からの多角的な
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論議をしてほしかったと思うが，高齢化社会のさまざまな問題を総花的にとりいれることが研究書と
してのあるべき姿ではないであろう。そこで，本書の特徴となっている学際的なアプローチについ
て，若干の感想を述べさせていただくことにしよう。
　まず，4人の共著者はパラダイムの異なる他者の研究領域に踏みこむことを，かなり遠慮されてい
るように見うけられる。もちろん，それは謙虚な態度と評価すべきなのかもしれない。研究対象を限
定し独自の方法を確立しているひとつの学問の中にさえ，さまざまな研究のパラダイムがあり，特殊
な専門領域の枠のなかでパズルを解くような興味から研究に没頭している学者も多い。「専門科学者
が他の分野の同僚とすっかりかけ離れて，ますます深くなっていく互いの間の溝を嘆く声」
（Thomas　S．　Huhn，　The　Structure　of　Scientzfic　Revolutions，　Univ．　of　Chicago　Press，1962，中山茂
訳『科学革命の構造』みすず書房，1971，p．24）が聞かれるのである。
　ましてや学際的な研究となると，かけ声だけは大きくても研究方法についての真剣な論議は少ない
のが現状である。専門分野の異なる4人の研究者が，高齢化社会というひとつの問題に取り組んだ共
同研究の意義は大きいといえる。しかしながら，各々の専門分野の研究がその限界を認めて次の分野
の研究にバトン・タッチするとき，その間に溝ができる危険を防止するためには，異なった専門の立
場から，同じ対象にかかわってゆく積極性が必要と思われる。
　第2編で，高齢者コミュニティとして有名なサン・シティの現状が紹介されている。建設されてか
なりの年月がすぎたこの町の人口の年齢構造はどうなっているのであろうか。「若い年齢層が流入し
てこないことに寂しさを感じないのだろうか，という感情をもたないわけにはゆかない」（p．80）と
いうことである。簡単なインタビューでもおこなって，このコミュニティの社会的側面の分析ができ
なかったものであろうか。この町の経済活動はどうなっているのであろうか。この町を開発した民間
デベロッパーが，一定年齢以上の高齢者に限定して土地家屋を分譲したとき，法律上の問題はなかっ
たのであろうか。調査旅行の時間的な制約のあったことは理解できるが，法律・経済・社会の側面か
らの多角的な共同研究だからこそ可能な方法があったはずである。
　第3編には，わが国の高齢者の労働力率，就業率，失業率についての論述がある。年齢による労働
力率の変化については，第1編に「男女年齢別の労働力率」の図が提示されている（p．15）。この統
計を基礎として高齢者の失業や定年の問題に論議を発展させていく学際的なアプローチを試みていた
だきたかった。
　文献の記載方法が統一されていないなど細かい点はともかく，本書の特徴である学際的研究の方法
とは何かという根本問題にかんして，4人の研究者の間でどのような討議がなされ，どのようなコン
センサスが得られたのかを知りたいと思う。
　評者がこの点にこだわるのは，高齢化社会についての学際的研究の重要性を叫ぶ声はあっても，積
極的に取り組んだ研究が少ないことを考えるとき，この共同研究の意義は大きいと思うからである。
さいわい，本書のはしがきに「共同で，あるいは単独で，本研究課題についての研究を進めて行く所
存である」（p．vii）とある。4人の研究者の意欲的な試みに敬意を表し，研究の発展を期待してやま
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